
事 務 連 絡  

令 和 ６ 年 １ 月 ２ 日 

 

各都道府県民生主管部（局） 

児童手当主管課（部） 御中 

 

 

こ ど も 家 庭 庁 成 育 局   

成育環境課児童手当管理室   

 

 

 令和６年能登半島地震による被災者等に対する児童手当の認定等について 

 

 

 令和６年能登半島地震による被災者等に対する児童手当の認定等については、下記に御

留意の上、特段の御配慮をお願いします。 

 各都道府県におかれましては、管内市区町村に御周知いただきますようお願いします。 

 

                                      記 

 

１ 児童手当法（昭和 46年法律第 73号）第７条の規定により児童手当の認定請求をする者

は、児童手当法施行規則（昭和 46年厚生省令第 33号）第１条の４第２項各号に掲げる書

類を同条第１項の請求書に添えなければならないが、今般、災害救助法（昭和 22 年法律

第 118 号）が適用される地方公共団体（以下「被災地」という。）において新たに児童を

出生したこと等により児童を監護し、かつ、生計を同じくすることとなった者、被災地に

転入した者及び被災地から転出した者等に係る認定請求の添付書類については、児童手当

法施行規則第 11 条第２項の規定により、請求者本人からの申立書をもって代えることが

できるものであること。 

 

２ 被災者等が、児童手当法施行規則第２条から第８条までの規定により届出を行った場合

についても、児童手当法施行規則第 11 条第２項の規定により、請求者本人からの申立書

をもって代えることができるものであること。 

 

３ 被災者等については、児童手当法第８条第３項に規定する「災害その他やむを得ない理

由」により、認定請求等をすることができないことが考えられるため、今後、被災者等か

ら認定請求等があった場合は、同項の規定による措置について、十分配慮されたいこと。 

 

（担当） 

 こども家庭庁成育局成育環境課 
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